
令和４年 10 月 26 日 

 

八尾市長 山本 桂右 様 

八尾市人事給与制度調査審議会 

会長 石田 光男 

 

答 申 書 

 

 令和２年 10 月 28 日付八総職第 221 号により諮問のあった標記の件について、別添のと

おり答申します。 
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八尾市人事給与制度調査審議会 

 



 

八尾市人事給与制度調査審議会(以下「当審議会」という。)は、八尾市における人事給

与制度のあり方に関し調査審議を行うことを目的として、令和２年 10 月 28 日に、地方自

治法第 138 条の４第３項の規定に基づき、市長の附属機関として設置されました。 

 当審議会では、市長より「職員のモチベーションと能力の向上につながる人事給与制度

のあり方」について、諮問を受け、その後９回にわたり給料表や初任給、昇給等の給与制

度を中心に事務局の資料を基に調査審議を行い、様々な観点から慎重に審議を重ねた結

果、次のとおり答申します。 

貴職におかれては、この答申を尊重し、適切な措置をとられるよう要望します。 

  

八尾市人事給与制度調査審議会 

   会長  石田 光男 

副会長  渡邊 賢 

委員  岡田 真理子 
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１．地方公務員の給与決定原則 

  職員の給与は、地方公務員法に定められている次の４つの基本原則に従って決定され

ている。 

 給 与 決 定 の 原 則 該当条項 

１ 情勢適応の原則 地方公共団体は、職員の給与、勤務時間その

他の勤務条件が社会一般の情勢に適応するよ

うに適当な措置を講じなければならない。 

地方公務員法

第 14 条第 1項 

２ 均衡の原則  職員の給与は、次の５点を考慮して定めなけ

ればならない。 

 １．生計費(生活を維持するための費用) 

 ２．国家公務員の給与 

 ３．他の地方公共団体の職員の給与 

 ４．民間企業従業員の給与 

 ５．その他の事情 

地方公務員法

第 24 条第２項 

３ 職務給の原則  職員の給与は、その職務と責任に応ずるもの

でなければならない。 

地方公務員法

第 24 条第１項 

４ 条例主義の原則  職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、

住民の代表である議会が制定する条例で決定

され、この条例に基づかない限り職員に給与を

支給することはできない。 

地方公務員法

第24条第５項、

第 25 条第 1項 

国家公務員の給与には、人事院勧告により生計費及び民間賃金についての考慮が織り

込まれているため、同種の職務に従事する地方公務員の給与についても、これに準じる

こととすれば、国及び他の地方公共団体とも均衡がとれることとなる。従前の均衡の原

則は、人事院勧告に準じることが地方公務員法第 24 条の規定の趣旨に最も適合すると

解されていた。 

  しかしながら、現在の均衡の原則は、地方公務員の給与制度(給料表の構造や手当の

種類・内容等)については、公務としての近似性・類似性を重視し、人事院等の専門的

な体制によって制度設計されている国家公務員の給与制度を基本とすべきであるとされ

ている。その上で、給与水準については、情勢適応の原則や職務給の原則に則った合理

的な範囲内で個々の地方公共団体の規模なども考慮されるべきであるため、画一的に国

家公務員の給与制度と合致することを求めるものではなく、地域の民間給与をより重視
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して均衡の原則を適用すべきであるとされている。 

なお、仮に民間給与が高い地域であったとしても、公務としての近似性及び財政負担

の面から、それぞれの地域における国家公務員の給与水準をその地域の地方公務員の給

与の水準決定の目安と考えるべきであることなども示されている。 

特に、当該団体の組織規模に見合った適正な級数や、適切な号給数となっているか否

かは、当該団体の給与水準に大きく影響していると考えられる。 

また、給与水準の検討に際し、異なる集団での給与比較を行う場合には、職種、役職

段階、学歴、年齢等の一般的と考えられる給与決定要素の条件を合わせて比較すべきと

する考え方（「同種・同等比較の原則」）に留意する必要があると指摘されている。 

 

２．八尾市の給与制度(給料表や初任給、昇給等の給与制度)の現状 

 ⑴ 職員の給料表 

八尾市の給料表は、病院・水道の公営企業の職員を除き下記のとおりの構成となっ

ており、基本的には国の俸給表を基にした構造となっている。当審議会においては、

その中心となり、他の給料表にも影響のある一般行政職の給与制度について調査審議

を行った。 

区分 主な適用職種 級数 備考 

行政職給料表⑴ 
一般行政職、保育

教諭 
８ 

国の行政職俸給表㈠(10 級制)の１級

～８級に準じる 

消防職給料表 消防職員 ７ 
国の公安職俸給表㈠(11 級制)の３級

～９級に準じる 

医療職給料表⑴ 医師、歯科医師 ５ 国の医療職俸給表㈠(５級制)に同じ 

医療職給料表⑵ 
栄養士、理学療法

士、作業療法士 
６ 

国の医療職俸給表㈡(８級制)の１級、

２級、４級～７級に準じる 

医療職給料表⑶ 
保健師、看護師、

准看護師 
８ 

１級～３級は国の医療職俸給表㈢(７

級制)に準じ、４級～８級は市の行政

職給料表⑴の４級～８級に同じ 

技能労務職給料表 
技能職員、労務職

員 
４ 

市の行政職給料表⑴の１級～４級に

同じ 
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⑵ 人件費の状況 

   令和２年度における歳出に占める人件費の比率は普通会計ベースで 13.5％と中核

市平均の 12.1％を上回るものの、国家公務員との比較で地方公務員の給料水準を表

す指数であるラスパイレス指数は、令和３年４月１日現在、99.0 と中核市平均の

99.7 より低水準となっている。 

   また、令和２年度における短時間勤務の職員を除く一人当たりの職員給与費は、

6,643 千円と中核市平均の 6,347 千円より 296 千円高いが、八尾市は都市部にあるた

め地域の給与水準を反映させる地域手当が 10％と、中核市の単純平均の 4.9％より高

いことによる影響が大きい。 

 

⑶ 職員の給料等の状況について 

① 行政職給料表⑴の構造 

    国家公務員の行政職俸給表㈠と比較すると、国は俸給月額の低い方から順に１級

から 10 級までの 10 級制となっているのに対し、八尾市の行政職給料表⑴では国の

９級と 10 級がない、１級から８級までの８級制となっている。 

また、２級から４級までは国より低い号給を追加し、国家公務員との職員の構成

状況の相違等から、平成 26 年人事院勧告時に４級には国より高い号給を追加すると

ともに、５級、６級は高い号給を追加しないなどの調整をしている。そのため、中

膨れで重なりの多い給料表となっており、４級から上位の級に昇格しても直ちに給

料でのメリットが生じにくくなっている。 

八尾市では、職務に応じた級制をより徹底させるため、平成 30 年４月から７級制

を８級制に改め、次長と課長の職務の級を分離する改正を行った。その際、組織規

模により見合った給料体系となるよう、給与水準の見直しを図り、最上位の級を国

の行政職俸給表㈠の９級から８級に変更し給料の水準の引き下げを行っている。 
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国の行政職俸給表㈠と八尾市の行政職給料表⑴の比較 (令和４年４月１日現在。改定前) 

② 事務職や技術職の初任給(令和４年４月１日現在。改定前) 

    八尾市の大学卒程度区分の初任給は 188,700 円であり、国家公務員の大学卒(一

般職)の初任給 182,200 円及び大学卒(総合職)の初任給 186,700 円より高い額であ

る。 

    八尾市への就職希望者は近隣自治体等も併せて採用試験を受ける傾向が強く、ま

た近年、民間企業の採用も好調であったため、人材確保の観点から、府内他団体と

同様に初任給を高く設定されているとのことであった。 

初任給が高いにもかかわらずラスパイレス指数が 99.0 と国よりも低い給料水準と

なっている要因の一つは、上位の級に昇格した際の昇給額が国よりも小さくなって

いることにある。 

③ 級別職員数の状況(令和３年４月１日現在) 

    係員の職務である１級の職員の割合が 1.3％であるのに対し、４級の係長、主査

等の監督職の割合が 41.4%と高くなっており、八尾市を除く、８級制の中核市の平

均が１級 13.4％、４級 24.0％となっていることに比べると特徴的な人員分布で

あった。 
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    また、八尾市では近年、事務職や技術職については初任給が２級となる大学卒程

度の採用試験のみを実施しているため、１級が少ない職員数となっている。 

    なお、他の中核市においては１市を除き、大学卒の職員の初任給を１級にしてい

る。 

④ 昇給等 

毎年１月１日付で職員に対し、病気休職者や懲戒処分を受けた職員等を除き、一

律に定期昇給を実施しているが、人事管理の基礎となる人事評価に基づく昇給への

反映はまだ行われていない。 

   また、国では昇格により職務・職責に応じた給与にするため、平成 18 年から特

別昇給制度を廃止する一方で、昇格時に一定のメリットを出現させるために給料月

額を従前より上位の号給に昇格させる方式に改めている。 

一方、八尾市では課長補佐、係長、主査など一定の役職に昇任、昇格する際にの

み昇給する、特別昇給制度を実施している。 

   

⑷ 職員の手当の状況について 

 ① 期末手当・勤勉手当 

期末手当、勤勉手当の支給率については国と同じ支給率であるが、民間のボーナ

スが役職に応じてより多くなっていることを踏まえて国が行っている管理職加算に

ついては、他の多くの地方公共団体と同様、八尾市においては導入していない。 

なお、人事評価結果については、令和３年度から部長や理事といった部長級職員

の勤勉手当に、令和４年度から次長・課長級職員の勤勉手当に反映されている。 

  ② 退職手当 

    退職手当の支給率については国と同様であり、最高限度額は給料月額の 47.709

月分となっている。 

  ③ 地域手当 

    地域の給与水準を反映させる制度である地域手当については、国の支給率と同

様、医師・歯科医師は給料月額の 16％、その他の職員は 10％となっている。 

  ④ その他の手当 

    扶養手当、住居手当、通勤手当、休日勤務手当及び医師・歯科医師に支給する初

任給調整手当については国の制度と同様となっているが、役職区分等が国と異なる
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ため、管理職手当及び管理職員特別勤務手当の制度は国と異なるものとなってい

る。 

   

３．職員数の状況 

  令和３年４月１日時点の普通会計部門における人口 1万人当たりの職員数は 64.88 人

であり、中核市の人口 1万人当たりの職員数 63.79 人より、やや多い状況である。 

また、令和４年７月には「八尾市職員数管理目標」を策定したところであるが、引き

続き、類似団体との部門別比較や職種別比較の検討を行いながら、適正な管理に努めて

いくことが求められる。 

  

４．職員の人事評価の実施状況について 

 人事評価については、平成 28 年４月 1日施行の改正後の地方公務員法第 23 条の規定

により、公正に行わなければならないこと、人事評価を任用、給与、分限その他の人事

管理の基礎として活用することが求められている。 

加えて、職員一人ひとりのモチベーションを向上させ、業務効率化を進めることで、

組織パフォーマンスを向上し、最終的には市民サービスの向上という好循環を生み出す

人事評価制度の構築が必要である。 

八尾市においては、職責に対して職務遂行上どの程度の実績、能力が求められるのか

という観点から、平成 15 年度の制度導入時から、絶対評価の手法が用いられている。  

これは八尾市の人事評価制度が、職員の優劣をつけるものではなく、被評価者の具体

的な行動に基づき、常に人材育成の視点を持ってなされることを前提としているもので

あり、課長級以上の職員に導入されている評価結果の給与反映においても絶対評価をも

とに実施されている。 

人事評価制度の評価段階や評価手法については、人事院により一定程度示されている

ところであり、八尾市においてもそのマニュアルに準じて制度設計されているところで

ある。 

また、人事評価制度が絶対評価により実施される一方で、昇任・昇格については、ポ

ストに限りがある以上、相対評価に相当する運用とならざるを得ない点は、八尾市だけ

ではなく他の組織においても同じような仕組みといえる。 
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５．八尾市の人事給与制度の見直しの方向性 

⑴初任給について 

八尾市の大学卒業者の初任給は、国家公務員の一般職と比較すると４号給、6,500

円高くなっている。これは、大阪府内の他の類似団体においても、八尾市と同水準か

八尾市より高い自治体が多く、優秀な職員を採用するための措置であるとの説明で

あった。 

その一方で、上位の職務級に昇格した際の昇給額は、国家公務員より低い水準に抑

えられている。これは、給与原資をどういった目的で振り分けるかの考え方の違いに

よるものである。しかし、昇格に対する動機付けを図るためには、新規採用職員を

「高度な知識又は経験を必要とする業務を行う係員の職務」として２級に位置付ける

よりも、「係員の職務」として１級に位置付け、１級の同額の号給を初任給とするほ

うが適切であると考える。 

なお、初任給の格付けを２級から１級に改めるにあたっては、単に生涯の給料を抑

制するのではなく、人事評価制度に基づいた昇任昇格時のメリットを高めたり、昇格

に最低必要な年数を短縮したりするなど、職員のモチベーションの向上を図り、勤労

意欲の向上に資することで優秀な人材の定着に努め、全体のパフォーマンスを高める

工夫が必要である。 

 

⑵給料表の構造について 

国においては、平成 18 年４月に実施された給与構造改革において、職務・職責に応

じた俸給構造へ転換するため、給与カーブをフラット化し、年功的に上昇する給与を

抑制するとともに、俸給表の職務の級間の水準の重なりを縮減してきている。 

八尾市の行政職給料表⑴は、国の行政職俸給表㈠に独自の号給を追加、縮減してい

るため、比較的重なりが多い給料表となっている。 

特に、係長、主査等の職務である４級と課長補佐等の職務である５級については、

給料表の重なり割合が 70.3％と多く、給料月額の上限額についても 6,800 円の差しか

ない状態である。 

また、６級においては半数近くの職員が給料表の上限に達しており、昇給できない

状態となっている。 

昇任昇格は人事評価制度に基づいて実施されるものであるが、昇給できない者が一



9 

 

定数生じることは制度上避けられない面もある。しかし、管理職への昇格意欲をより

一層引き出すためには、国の行政職俸給表㈠の水準に合わせ、４級の上限額を引き下

げ、５級と６級の上限額を引き上げることが適切であろう。 

 

⑶上位の職務の級への昇格時格付の方法及び幹部職員給料に対するシングルレート制

(定額給料月額制)の導入について 

国における上位の職務の級への昇格時の格付けについては、職務・職責に応じた給

与にするため、昇格時に一定のメリットを加算し、俸給月額を従前より上位の号俸に

昇格させる方式としている。 

大阪府においては、行政職給料表において部長、理事の職務である８級を月額

569,200 円に、次長、副理事の職務である７級を 510,800 円とする１つの級に１つの

給料月額とするシングルレート制を採用している。 

給料月額が単一号給であるシングルレート制は、その級にいる限り昇給もなく年間

給与が変わらないため、職員のモチベーションに影響が出る可能性がある。しかし、

人事評価制度に基づいた複数の額を設定した給料月額とすることや、人事評価結果を

勤勉手当の成績率の決定に用いることで、年間給与を増減させることは可能であり、

シングルレート制のデメリットを緩和することは可能である。 

人事評価制度に基づいた昇任昇格時における給与上のメリットを大きくすること

は、職員のやる気を引き出すことに資すると考えられ、国や大阪府もそのような観点

から実施しているものと考えられる。これらの事例を参考にしながら、それぞれの職

責に見合った管理職手当や期末・勤勉手当のあり方も含め、様々な検討を行っていく

必要がある。 

 

⑷給与改定について 

人事委員会を設置していない八尾市では、民間給与の調査を行っていないことか

ら、給与改定を実施する際には、人事院等が行っている職種別民間給与実態調査の結

果に基づいた給与勧告の内容に準拠している。地域性重視の観点から、八尾市内の民

間給与水準の実態をより把握するため、独自で民間給与の調査を実施するということ

も考えられる。そこで、国の人事院勧告の内容と大阪府の人事委員会勧告の内容のど

ちらを参考するべきかについて、一考しておく。 
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まず、給料表についてであるが、人事院勧告の内容に準拠する現行の方法は、ラス

パイレス指数においても大きな変動が生じにくくなるほか、同様の対応を行っている

他団体とも給与水準の均衡を図りやすくなるというメリットがあるが、地域の民間給

与水準が反映されにくいというデメリットがある。一方で、大阪府人事委員会勧告の

内容に準拠する方法は、地域の民間給与水準をより反映できるというメリットがある

ものの、その内容を八尾市に当てはめる際に、大阪府との給与制度の差異をどう調整

していくかの検討が必要となる。 

また、期末・勤勉手当についてであるが、他の中核市等において、都道府県の支給

率が国の支給率と異なる場合には、地域の民間給与をより重視して反映させる趣旨

で、都道府県の支給率を参考として改定している団体もある。 

これらを総合的に考慮すると、独自調査の実施は市全体としてのコストが大幅に増

加することが想定され、大阪府人事委員会勧告の内容に準拠する方法は正確な比較方

法に課題があることから、現状どおり人事院勧告の内容に準拠する方法が適切である

と考える。 

 

⑸人事評価制度について 

人事評価制度は、被評価者にとって、自分の持つスキルや能力を整理し、新たな目 

標に向け具体的にどのように取り組み成長していきたいのか、キャリアプランを立て

るきっかけとなり、また、評価者にとっては、日々の業務や面談を通じてフィード

バックを行い、人材育成につなげるツールとなるべきものであり、そのための具体的

な取り組みが必要である。 

八尾市では、職員は年度当初に部局マネジメント戦略等の組織目標からブレイクダ 

ウンするなどして目標を設定し、年度末にその成果を評価するという目標管理と目標

設定の手法を取り入れている。 

職員一人ひとりがキャリアプランを立て、その内容を人事評価による目標管理・目 

標設定の枠組みに連携することで、上司は部下へのフィードバックを通じ、部下の成

長を支援することが可能となる。 

これまで実施してきた人材育成を主眼に置く八尾市の人事評価制度が、これまで以

上に人材育成に寄与していくことができるかが課題であり、例えば、評価区分につい

て、公正性という観点から人事院が示す６段階評価等の偶数段階評価への移行や、上
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司のマネジメント能力の向上に資するための仕組みとしての 360 度評価の導入など、

制度をより充実させる具体的な一歩を踏み出し、今後も人事評価を含めた人事諸制度

全体の検証と見直しを繰り返すことが必要である。 

  



12 

 

（参考） 

八尾市人事給与制度調査審議会における調査審議の経過 

  

 

 開催日 概要 

第１回 令和２年 10 月 28 日 ・諮問「職員のモチベーションと能力の向上につながる

人事給与制度のあり方」 

・八尾市における「人事・給与制度」について 

第２回 令和３年１月５日 ・八尾市における「人事・給与制度」について 

第３回 令和３年４月 22 日 ・「人事評価制度」について 

・「シングルレート」について 

・「給与水準」の決定について 

第４回 令和３年５月 13 日 ・「給与水準」の決定について 

・「中間報告書」案について 

第５回 令和３年７月 21 日 ・「中間報告書」案について 

第６回 令和４年１月 27 日 ・「人事評価制度」について 

第７回 令和４年７月 25 日 ・「人事評価制度」について 

第８回 令和４年８月８日 ・「答申(案)」について 

第９回 令和４年９月 22 日 ・「答申(案)」について 

 

 


